
2026年度事業計画 
※2025年度3月理事会および2026年度5月理事会にて採択 

 
 

 
■事業計画における前提■ 

　「誰一人取り残さないSDGsの達成を市民社会から幅広い政策提言をおこなう」ことをビジョン

に掲げているSDGs市民社会ネットワーク（以下、SDGsジャパン）は、SDGs達成期限の2030年

まで残り5年となる極めて重要な節目において、5カ年計画（2026-2030）の初年度を迎える。　 

 

　2026年度は、翌2027年に控える国連SDGサミットや政府実施指針の改定、さらには「ポスト

2030」に向けた議論が本格化する重要な助走期間となる。そのため、事業ユニット幹事や会員の

皆様、そして新たに参加いただく方々と共に、刻々と変化する社会状況を丁寧にとらえ、次なる歩

みに向けた確かな政策的土台を共に育む年とする。 

 

　世界的な分断や市民社会スペースの縮小という厳しい現状を直視し、SDGsの本質である貧困解

消、格差是正、人権・尊重を全ての提言の根幹に据える姿勢は変えない。社会的な熱量の変化に対

し、単なる既存活動の継続に留まらず、ネットワーク組織一体となって知見を深めることで、激動す

る社会状況に対して機を逸することなく、市民社会としての確かな見解を発信し続ける。 

 

それらの状況を受け、以下の5つの具体的な方針のもと活動を推進する。 

１．2027年の政策提言書完成に向け、事業ユニットの皆様、会員の皆様とともに「国内外の市民社会

をつなぐプラットフォーム」としての機能を強化する。各分野・各地域の専門性を尊重しつつ、緊密な対

話を通じて多角的な視点を統合した、質の高い政策分析に一層努力する。 

２．誰一人取り残さないSDGs達成に向けた「市民社会の役割」をさらに深掘りする。2030年以降の

アジェンダに関する国内外の動向を注視し、現場の声を構造的な変革へと繋げるための論理構築を、

ステークホルダーとの対話の中で丁寧に進める。 

３．2027年9月のSDGサミットおよび12月の政府実施指針改定を見据え、機を逸さないタイムリー

な情報共有とコメント発出を行う。多様な立場からの声を丁寧に拾い上げ、次年度の提言活動の確実

な足掛かりを作る。 

４．グローバルな潮流と地域の実践が呼応し合う、地続きのビジョン共有を推進する。世界的な

議論の背景にある本質を地域課題に引き寄せて捉え直すと同時に、地域の現場から生まれる知

見を、国際社会にも通ずる普遍的な価値として発信し、双方向で学び合える場を会員と共に整

える。 

５．上記1～4の知的・組織的活動を支えるため、財務状況を注視しつつ、ネットワークの持続可能性を

高める基盤整備を行う。会員間の信頼関係を基盤に2030年に向けた歩みを支える組織運営をデジ

タルの活用を積極的に行い整える。 

 

 
 
 
 
 
■アドボカシー事業（前：政策提言事業） 

 



◎方針 

２０２７年に予定されている、SDGsサミットにおける２０３０年以降の目標に関する議論、日本政府の

SDGs実施指針改定に向け、会員団体や事業ユニットが各専門テーマで積み上げてきた「現場の声」を

基盤に、市民社会の視点に立ったSDGs政策提言を行う。国連、日本の行政府・立法府に対し、誰一人

取り残さない社会への仕組みの転換を促す政策文書を策定するとともに、その実現を支える誠実な世

論喚起を展開する。 

 

◎達成目標 

①行政府と市民社会との会合(2回) 

②政党/議員と市民社会との対話(複数回) 

③政策提言集の２０２７年度完成に向けた研鑽 

④国政選挙があった場合に、政党アンケートの実施・結果の発表 

⑤庭野平和財団の助成金を活用した、アジアのCSOやAPFSDと連携したイベントの開催(２回) 

⑥マルチセクターネットワークと連携したイベントの開催(1回) 

⑦SDSNレポートへのコメント発表(1回) 

⑧国連SDGsレポートへのコメント発表(1回) 

 

 

◎具体的事業 

　１．　　事業ユニット幹事会議および、ユニット活動 

　２．　　日本国内におけるSDGs推進へのアドボカシー 

　３．　　国連のSDGsプロセスへの参加（および参加の環境の整備） 

　　　　　　7月：　HLPF　 

１０月：  サブリージョナル会合＠仁川 

　　　　　　２月：　UNESCAPアジア太平洋地域持続可能な開発フォーラム（APFSD）＠バンコク 

　4.　　国内外のSDGsに関わる情報収集・分析 

　　　　　（例） 

　　　　　　・Pact for the Future 

​   ・ユニット幹事会において協議されている国内外の政策 

 

 

 

 
■パートナーシップ事業（前：連携推進事業） 
◎方針 

多様なステークホルダーとの連携促進を図り、市民社会の視点での対話の機会を増やすことで、

SDGs達成につながる活動を展開する。連携推進による企業や諸団体とのコミュニケーションを通じ

てSDGs達成に努める市民社会への理解を促進する。またそれらの機会で多くの声を聞き、集めるこ

とでアドボカシー事業に貢献できるようにする。 

 

◎達成目標 

●​ 企業・民間団体との連携事業によるSDGs達成に向けた行動促進 

●​ SDGs市民カレッジ2026を自主事業として、支援者拡大、次世代応援等とも結びつけ、情報

交流の機会を通じた会員や非会員との連携促進 

●​ 企画への協力企業・団体の新規開拓（34％増） 

●​ 市民カレッジ受講者からのSDGs人材発掘（5名） 

 

 

◎具体的事業 

1.​ SDGs市民カレッジ202６ 



法政大学大学院にて連続講座『SDGsへの招待』（全7回）を実施 

新規自主事業として、『SDGs虎の巻編』を実施 

日本協同組合連携機構と連携し、『市民カレッジ特別編』を実施 

 

2.​ 民間企業との連携 

SDGsトレイン監修事業：社内ポスターの監修 

中堅企業との連携による市民社会と企業の対話の促進 

SDGs市民社会レポート2027(仮称)への協賛企業・団体の開拓 

　　　　　  

３．　　　自治体・政府 ※委員としての参画 

a.​ 江東区、足立区、石川県野々市市：審査委員・アドバイザー 

b.​ 科学技術振興機構　STI for SDGs　の審査委員 

c.​ SDGsビヨンド官民会議（旧：ジャパンSDGsアクション推進協議会）の理事 

 

４．　　　社会セクター ※委員としての参画 

　　　　　ａ．アカデミア：Futute Earth企画運営委員 

　　　　　ｂ. NGO労組協働フォーラムメンバー 

　　　　　ｃ. 日本福祉大学福祉アカデミー運営委員 

　　　　　ｄ. SDGs QUESTみらい甲子園東京大会実行委員 

　　　　  e. 広がれボランティアの輪連絡会議勉強会プロジェクトメンバー 

 

 

■価値共創事業（前：普及啓発事業） 

◎方針 

SDGsの「自分事化」を超え、市民社会の現場から生まれる知見を「普遍的な価値」として再定義・発信

する。地域の切実な実践とグローバルな潮流を繋ぐ「地続きの物語」を可視化し、2030アジェンダの

精神を社会の共通資本へと昇華させる。 

 

◎達成目標：​
​ １. SDG採択11周年イベントの開催（1回) 

2. 総会イベントの開催(1回) 

3. SDGsジャパン10周年イベントの開催(1回) 

4. 書籍の販売（2025年度版初版完売) 

5. メールマガジンの定期発行(月2回) 

6. HPリニューアル 

7. 2025年度事業報告書の作成(1回） 

 

◎具体的事業：​
​ ◆団体広報の強化（組織・活動の可視化） 

●​ HPリニューアル 

●​ メールマガジン月2回の定期発行 

●​ プレスリリースの発行 

●​ SNS広報 

●​ 書籍・提言集等の販売、管理 

●​ 自主イベントの企画・運営・広報 

●​ 事業報告書(毎年)の作成 

●​ アドボカシー事業、パートナーシップ事業の横断的なメッセージ訴求（行動計画2026－

2030）を一貫して届ける 

◆市民社会のSDGsの広報 



●​ メールマガジンへの掲載 

●​ ホームページ掲載 

 

 
 

■ネットワークの管理運営（前：事務局管理運営）　 
◎方針 

多様な専門性を持つ会員間の「信頼」を基盤に、シナジーを最大化する強靭な組織運営を追求する。次

世代への運動の継承を見据え、デジタル活用による透明性の向上と、持続可能な財政・人的基盤の確

立を誠実に推進する。 

 

◎達成目標 

1.​ 目標会員数の達成（2025年度目標の継続） 

2.​ 新規助成金の獲得 

3.​ 会計システムの完全デジタル化 

 

◎具体的事業 
　・会員管理（担当：松野） 

　・書籍籍販売事業（担当：松野） 

　・バッジ販売事業（担当：松野） 

　・ボランティア・インターン業務 （担当：松野） 

　・会計関連（担当：中山） 

　・会議運営関連　（担当：新田） 

　　　①定時社員総会実施　　6月22日　　 

　　　②理事会実施　　5月18日、9月5日、12月、3月　 

　　　③毎月1回　事業ユニット幹事会議実施　　　　　（進行役会議を2週間前に実施） 

　　　④業務執行兼拡大事務局会議（2週に1回実施）　　（両代表、事業担当） 

　　　⑤事務局運営会議、政策提言会議　　　　　　　毎週実施予定 

 

・データ管理（担当：新田） 

・職員労務管理（担当：新田） 

・ネットワークのデータリスクやBCP（担当：新田） 

 

 

事務局体制（2026年4月～） 

事務局長：新田英理子（2019年4月より） 

事業連携コーディネーター：松野有希（2023年8月より） 

事業連携コーディネーター：木下聡（2026年5月末まで） 

※赤い羽根福祉基金プロジェクト事務局担当兼務のため 

事業連携アドバイザー：今津秀紀（中堅企業プロジェクト担当）（2024年10月より） 

※プロボノとして、 

パートナーシップ事業担当：星野智子（2019年6月より） 

※業務委託として 

会計・労務：中山律子（2026年4月より） 

 

 

以上 


